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11月定例会の審議結果等
　11月定例会は、11月18日（木）から12月10日
（金）までの23日間開かれました。詳細は、次号
（2月15日発行予定）でお伝えします。
　なお、市会ホームページで審議結果や本会議の
様子などをご覧いただけます。
（市会ホームページのアドレスは1面をご参照ください。）

◆親子ふれあい議場見学会の開催◆
　11月3日（水・祝）に、市内在住・在学の小学4～
6年生の児童と保護者の方を対象に「京都市会 親
子ふれあい議場見
学会」を開催しま
した。当日は、48
組（106名）の児
童と保護者が参加
され、市会議場な
どを見学しながら、
市会の仕組みや役
割を学ばれました。

※

（平成22年10月28日現在）
会　派　名 議員数 電話番号

自 由 民 主 党
京 都 市 会 議 員 団 22人 222－3718

日 本 共 産 党
京 都 市 会 議 員 団 19人 222－3728

民 主 ・ 都 み ら い
京 都 市 会 議 員 団 14人 222－3724

公 明 党
京 都 市 会 議 員 団 12人 222－3732

※議長を除く出席議員の可否が同数であったため、議長裁決により可決

件　　　　　　　　　　　　名 審議結果

会　派　名
自
民
党

共
産
党

民
主
･
都

公
明
党

２１　年　度
決 算

特別会計（母子寡婦福祉資金貸付事業、老人保健、地域水道、京北地域水道、特定環境保全公共下水道、中央卸売市場第一市場、
中央卸売市場第二市場・と畜場、農業集落排水事業、雇用対策事業、土地区画整理事業、土地取得、基金、市公債、定額給付金
給付事業）、公営企業会計（水道事業、公共下水道事業、高速鉄道事業） 認　　定

[付けた意見下欄参照]

○ ○ ○ ○

一般会計、特別会計（国民健康保険事業、介護保険事業、後期高齢者医療、駐車場事業）、公営企業会計（病院事業、自動車運
送事業） ○ × ○ ○

22　年　度
補正予算案

特別会計（老人保健）、公営企業会計（公共下水道事業、自動車運送事業、高速鉄道事業）、一般会計（森林病虫被害の緊急対
策に要する経費等） 可　　決

[付帯決議下欄参照]
○ ○ ○ ○

一般会計（社会福祉施設整備及び公共事業に要する経費等）、特別会計（基金）、公営企業会計（病院事業） ○ × ○ ○

条例制定案 地方独立行政法人京都市立病院機構が譲渡等について市長の認可を受けなければならない重要な財産を定める条例、宝が池公園
子どもの楽園条例 可　　決 ○ × ○ ○

条例改正案

地球温暖化対策条例、市税条例、区の所管区域条例、区役所支所設置条例、市民活動総合センター条例、児童館及び学童保育所条例、
駐車場条例、火災予防条例、地域水道条例

可　　決
○ ○ ○ ○

社会福祉事業基金条例、知的障害者授産施設条例、地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例、梅小路公園条例、道路附
属物自動車駐車場の駐車料金に関する条例、道路附属物駐車場の自転車等の駐車料金に関する条例、自転車等駐車場条例 ○ × ○ ○

廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例
修正案 否　　決 × ○ × ×

原　案 可　　決
[付帯決議下欄参照] ○ × ○ ○

条例廃止案 急病診療所条例 可　　決
[付帯決議下欄参照] ○ × ○ ○

そ の 他 の
議 　 案

左京区総合庁舎整備等事業実施契約の変更、指定管理者の指定（国際交流会館、大学のまち交流センター、保健福祉局関係 49
件）、市道路線の認定、市道路線の廃止、訴えの提起、町の設置及び町の区域の変更

可　　決
[付帯決議下欄参照] ○ ○ ○ ○

地方独立行政法人京都市立病院機構中期目標の策定、地方独立行政法人京都市立病院機構に承継させる権利、地方独立行政法人
京都市立病院機構定款の変更、南区東九条地域小学校（仮称）及び南区東九条地域中学校（仮称）新築工事請負契約の変更 可　　決 ○ × ○ ○

人事委員会委員の選任、教育委員会委員の任命 同　　意 ○ ○ ○ ○
人権擁護委員の推薦 2件 可 と 認 め る ○ ○ ○ ○

議 員 提 出
議 案

条例制定案 自転車安心安全条例 修 正 可 決 × ○ ○ ○

そ の 他 の
議 　 案

Ｂ型肝炎問題の早期全面解決を求める意見書、父親の育児休業取得促進を求める意見書、速やかに取調べの可視化（取
調べ全過程の録画）の実現を求める意見書、「働く世代への大腸がん検診推進事業」実施を求める意見書

可　　決
[意見表・決議2・3面参照]

○ ○ ○ ○

小沢一郎衆議院議員の国会証人喚問を求める意見書、米価下落への緊急対策を求める意見書、我が国の尖閣諸島
沖における中国漁船衝突事件に関する意見書 ○ ○ × ○

リニア中央新幹線の京都ルート実現に関する決議 ○ × ○ ○

新たな経済対策を求める意見書 ○ × × ○

（4）

9月市会定例会

９
月
定
例
会
は
、
９
月
15
日
か
ら
10
月
28
日
ま
で
の
44

日
間
開
か
れ
、
市
長
提
出
議
案
116
件
、
議
員
提
出
議
案
10

件
を
審
議
し
ま
し
た
。

市
長
提
出
議
案
の
う
ち
、
平
成
21
年
度
各
会
計
決
算

24
件
に
つ
い
て
は
、
普
通
決
算
特
別
委
員
会
及
び
公
営
企

業
等
決
算
特
別
委
員
会
を
設
置
し
て
付
託
・
審
査
の
う
え
、

す
べ
て
認
定
し
ま
し
た
。
平
成
22
年
度
一
般
会
計
補
正
予

算
な
ど
11
件
に
つ
い
て
も
、
普
通
予
算
特
別
委
員
会
及
び

公
営
企
業
等
予
算
特
別
委
員
会
を
設
置
し
て
付
託
・
審
査

の
う
え
、
原
案
の
と
お
り
可
決
し
ま
し
た
。

ま
た
、
地
球
温
暖
化
対
策
条
例
の
全
部
改
正
な
ど
、
議

案
77
件
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
担
当
の
常
任
委
員
会

で
審
査
の
う
え
、
す
べ
て
原
案
の
と
お
り
可
決
し
ま
し
た
。

さ
ら
に
、
人
事
委
員
会
委
員
の
選
任
な
ど
議
案
４
件
に

つ
い
て
も
、
原
案
の
と
お
り
可
決
し
ま
し
た
。

議
員
提
出
議
案
の
自
転
車
安
心
安
全
条
例
の
制
定
に
つ

い
て
は
、
く
ら
し
環
境
委
員
会
で
審
査
の
う
え
、
修
正
可

決
し
ま
し
た
。

そ
の
他
、
Ｂ
型
肝
炎
問
題
の
早
期
全
面
解
決
を
求
め
る

意
見
書
な
ど
、
9
件
の
議
員
提
出
議
案
を
原
案
の
と
お
り

可
決
し
ま
し
た
。

9
月
定
例
会
で
審
議
し
た
主
な
議
案
の
概
要
は
次
の
と
お
り
で
す
。（
結
果
は
４
面
参
照
）

〔
平
成
21
年
度
決
算
〕（
右
下
の
表
も
ご
覧
く
だ
さ
い
。）

◆
一
般
会
計

　

歳
入
総
額
が
7
千
340
億
7
百
万
円
に
対
し
、
歳
出
総
額
が

7
千
303
億
7
千
2
百
万
円
と
な
り
、
歳
入
歳
出
差
引
額
は

36
億
3
千
5
百
万
円
の
黒
字
で
す
が
、
翌
年
度
へ
繰
り
越
す

べ
き
財
源
が
46
億
8
千
6
百
万
円
あ
る
た
め
、
実※

※

質
収
支
は

※0
億
5
千
※
百
万
円
の
赤
字
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

前
年
度
後
半
か
ら
の
急
激
な
景
気
後
退
の
影
響
な
ど
に

よ
り
、
大
幅
な
財
源
不
足
に
見
舞
わ
れ
ま
し
た
が
、
市
長

を
本
部
長
と
す
る
「
財
政
健
全
化
推
進
本
部
会
議
」
を
新

た
に
設
置
し
、
経
費
節
減
及
び
歳
入
確
保
の
各
種
取
組
を

全
庁
挙
げ
て
推
進
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
実
質
収
支
の

赤
字
額
は
前
年
度
か
ら
約
20
億
円
縮
小
し
、
単2

※

年
度
収
支
は

※9
億
8
千
5
百
万
円
で
3
年
ぶ
り
の
黒
字
と
な
り
ま
し
た
。

◆
高
速
鉄
道
事
業

　

総
収
益
は
、
新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
な
ど
の
影
響
に
よ

り
旅
客
数
が
減
少
し
た
も
の
の
、
平
成
20
年
度
末
に
京
都

高
速
鉄
道
株
式
会
社
を
解
散
し
、
直
営
化
し
た
こ
と
に

伴
う
債
務
の
継
承
に
よ
っ
て
、
そ
の
償
還
金
に
対
す
る
一

般
会
計
等
の
補
助
金
を
引
き
継
い
だ
こ
と
な
ど
に
よ
り
、

262
億
5
千
5
百
万
円
（
対
前
年
度
比
※.0
％
の
増
）
と
増
加
し
、

ま
た
、
総
費
用
も
同
様
に
、
同
社
の
資
産
を
継
承
し
た
こ
と

に
よ
っ
て
、
減
価
償
却
費
及
び
支
払
利
息
が
増
加
し
た
こ
と

な
ど
か
ら
、
4※2
億
8
千
2
百
万
円
（
対
前
年
度
比
2.※
％
の

増
）
と
増
加
し
ま
し
た
。
こ
の
結
果
、
純
損
失
は
前
年
度
に

比
べ
増
加
し
、
※50
億
２
千
7
百
万
円
の
赤
字
と
な
り
、
累
積

赤
字
は
3
千
※93
億
１
千
9
百
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

〔
そ
の
他
の
主
な
議
案
〕

◆
地
球
温
暖
化
対
策
条
例
の
全
部
改
正

　

社
会
経
済
情
勢
の
変
化
を
踏
ま
え
、
本
市
の
区
域
内
に
お

け
る
二
酸
化
炭
素
等
の
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
量
の
削
減
に

係
る
新
た
な
目
標
を
定
め
る
ほ
か
、
そ
の
目
標
を
達
成
す
る

た
め
に
行
う
地
球
温
暖
化
対
策
に
関
し
て
必
要
な
事
項
を
定

め
る
必
要
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
条
例
を
改
正
す
る
も
の
で
す
。

◆
廃
棄
物
の
減
量
及
び
適
正
処
理
等
に
関
す
る
条
例
の
一
部
改
正

　

廃
棄
物
の
発
生
の
抑
制
及
び
再
生
利
用
の
促
進
に
よ
る
廃

棄
物
の
減
量
、
廃
棄
物
の
適
正
な
処
理
並
び
に
生
活
環
境
の

清
潔
の
保
持
を
図
る
た
め
、
特
定
事
業
者
等
へ
の
計
画
策
定

の
義
務
付
け
や
資
源
ご
み
等
の
持
去
り
の
禁
止
な
ど
、
必
要

な
措
置
を
講
じ
よ
う
と
す
る
も
の
で
す
。

◆
自
転
車
安
心
安
全
条
例
の
制
定

　

自
転
車
の
安
全
利
用
を
促
進
し
、
事
故
防
止
・
交
通
安
全

確
保
に
寄
与
す
る
と
と
も
に
、
「
歩
く
ま
ち
・
京
都
」
憲
章

に
の
っ
と
り
、
市
民
や
観
光
客
等
が
歩
く
魅
力
を
満
喫
で
き

る
よ
う
に
し
、
観
光
客
等
へ
の
も
て
な
し
を
向
上
さ
せ
る
た

め
、
条
例
を
制
定
す
る
も
の
で
す
。

　
※
１ 

実
質
収
支

歳
入
歳
出
の
差
引
額
か
ら
翌
年
度
へ
繰
り
越
す
べ
き
財
源
を
控
除
し
た
額

※
２ 

単
年
度
収
支

当
該
年
度
の
実
質
収
支
額
か
ら
前
年
度
の
実
質
収
支
額
を
差
し
引
い
た
額

注　

 

文
中
及
び
表
中
の
金
額
は
、
下
位
を
四
捨
五
入
し
て
い
ま
す
。

円 通 寺

9月定例会で審議した市長提出議案１１６件、議員提出議案１０件の審議結果は、次のとおりです。
（○＝賛成、×＝反対）

自民党＝自由民主党京都市会議員団（22人） 共産党＝日本共産党京都市会議員団（１９人）
民主･都＝民主・都みらい京都市会議員団（1４人） 公明党＝公明党京都市会議員団（1２人）

決算特別委員会の審査

再生紙・大豆油インクを使用しています。

一般
会
計
な
ど
24
会
計

平
成
2１
年
度
決
算
を
認
定

地
球
温
暖
化
対
策
条
例
の
全
部
改
正
条
例
を
可
決 9月定例会では、21 年度決算を審査するため、9月29日に二

つの決算特別委員会を設置しました。
普通決算特別委員会には一般会計決算など決算 16 件を、また、
公営企業等決算特別委員会には病院、水道、公共下水道、自動
車運送（バス）、高速鉄道（地下鉄）などの決算 8件をそれぞれ
付託し、各委員会において、局別の質疑や市長・副市長に対す
る総括質疑を行うなどの審査を行いました。10月28日の本会議
で各委員長から審査の経過と結果の報告があり、報告の後、付託
決算の議決を行い、すべて原案のとおり認定しました。
なお、21年度決算に付けた意見（要旨）は次のとおりです。

〔雇用対策事業特別会計〕
2※ 年度雇用対策事業は緊急性、即効性が求められたにもかか

わらず、執行率が著しく低い事業があり、その主旨が十分に発揮さ
れていないものが見られた。更なる雇用対策の充実が求められる中、
今後、同様の事業が行われる際には、その主旨がしっかりと反映さ
れる事業執行を行うこと。

（全会一致）
〔病院事業特別会計〕

病院事業においては、23 年度の地方独立行政法人への移行に
向けて、より一層改革プランによる経営の効率化に取り組むこと。ま
た、京都市民のための市民病院としての意識改革の徹底と、今後
疾病構造の変化に対応した専門外来の開設など政策医療の担い
手病院としての責務を果たすこと。

（自＝○、共＝×、民＝○、公＝○）
〔自動車運送事業特別会計〕

バス事業においては、資金不足額がいまだ約 86 億円となってい
る。その解消を図るため、「経営健全化計画」をより着実に推進す
ること。そして、「バス待ち環境の改善・向上」などに取り組むとと
もに、収入増加策に努めること。また公共交通不便地域については、
高齢社会を踏まえて、地域と連携した新たな生活支援交通の検討
をすること。

（自＝○、共＝×、民＝○、公＝○）

〔高速鉄道事業特別会計〕
１　2※ 年度に国の「地域活性化・経済危機対策臨時

交付金」を活用して事業化された「コトチカ」は、当
初予算及び工期ともに変更を余儀なくされることとなった。
4 億円以上の契約、また金額及び工期の変更は、一
般会計では議決によらなければならないが、公営企業
は適用除外になっている。

　  このたびの契約及び工期の変更事例を今後の「駅
ナカビジネス」の展開に向けた教訓とし、本契約はもち
ろんのこと、契約変更になる場合には、その内容につ
いて、事業者選定委員会、市会、市民へ情報を公開
公表し、一層の説明責任を果たすこと。

（全会一致）
２　高速鉄道事業特別会計においては、2※ 年度決算で

現金収支の黒字化を達成したものの、今後も着実な経
営健全化の推進に努めなければならない。

　　地下鉄の経営健全化のためには、計画に掲げる※
日5 万人増客が至上命題であり、駅ナカビジネスをはじ
めとした駅の活性化はもとより、地下鉄沿線への集客
施設の誘致を進めるなど、オール京都市で駅ごとの特
性や特徴を生かした増客対策に全力を挙げて取り組む
とともに、計画の確実な達成に向けて、各局連携のも
とに一層の乗客増対策に全庁一丸となって取り組むこと。

（自＝○、共＝×、民＝○、公＝○）

付帯決議（要旨）
〔一般会計〕
＜音楽噴水装置について、次年度以降は、寄付者等が管
理運営及び維持補修を行うよう、また、文化財展示室に
ついては、更なるコスト削減に努めるよう求めるもの＞

（自＝○、共＝○、民＝×、公＝×）
〔廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例の一部改正〕
１　本条例で定める一般廃棄物の持去りを禁止すること

は、ごみの減量やリサイクルなどに対し、市民ぐるみの
ごみ処理に関する意識及びモラル向上のために実行す
るものである。

  　よって市は、この条例の主旨を広く市民に周知すると
ともに、ごみ袋有料化財源や環境ファンドを積極的に
活用し、市民の意識及びモラル向上に資する事業をよ
り一層強力に推進すべきである。

２　トラック等を用いての大規模な持去り行為及びそれに
端を発した不法投棄等、悪質な行為に対して徹底した
態度で望むこと。

３　ホームレス施策については、人権尊重も踏まえ、市
民周知をより一層徹底し、きめ細かな相談の実施など、
自立支援センター等での就労自立支援事業により、路
上生活等から居宅生活への移行支援を行うこと。 

４　自立が直ちに困難なホームレスに対して、各種情報
提供、自立に向けた職業訓練事業の創設、就職あっ
せんに係る企業等への協力依頼、都市雑業の創出な
ど、関係機関とも十分連携し、不退転の決意で新た
な施策の実施と積極的な取組をこれまで以上に推進
すること。

５　ホームレスに対する支援施策の取組成果について、
聞き取り調査を含め定期的に状況調査を行い、議会及
び市民に報告すること。 

（自＝○、共＝×、民＝○、公＝○）
〔急病診療所条例の廃止〕
　従来の急病診療所を統合し、京都府医師会に委託
するに当たっては、目的に沿った医療体制を整備し、利
用者や家族などの利便性を向上させるよう、鋭意努力
すること。

（自＝○、共＝×、民＝○、公＝○）
〔指定管理者の指定について（国際交流会館、大学
のまち交流センター）〕
　＜財団法人京都市国際交流協会及び公益財団法人大学
コンソーシアム京都は、従来以上に施設運営に積極的に
取り組むとの姿勢を明確に示すよう指導することを求め
るもの＞

（自＝○、共＝×、民＝○、公＝○）

〔○＝付けた意見、付帯決議に賛成、×＝付けた意見、付帯決議に反対〕

平成21年度一般会計及び特別会計歳入歳出決算
歳入決算額 歳出決算額 歳入歳出差引額 実質収支額

一 般 会 計 7,340億   727万円 7,303億7,221万円 36億3,506万円 △10億5,087万円
特 別 会 計 ※ 6,571億6,925万円 6,627億2,987万円 △55億6,062万円 △56億2,414万円
※公営企業会計を除く18会計

平成21年度公営企業会計決算
総収益 総費用 損 益 累積損益

病 院 事 業 135億2,964万円 135億2,635万円 329万円 △6億5,160万円
水 道 事 業 293億4,327万円 282億6,140万円 10億8,187万円 60億8,861万円
公共下水道事業 428億5,911万円 441億6,857万円 △13億   946万円 △34億   310万円
自動車運送事業 226億2,139万円 196億9,890万円 29億2,249万円 △87億5,215万円
高速鉄道事業 262億5,525万円 412億8,235万円 △150億2,710万円 △3,193億1,905万円


